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総合評価方式の現状
～港湾空港工事を中心として～

(一財)港湾空港総合技術センター（ＳＣＯＰＥ）
建設マネジメント研究所 公共調達支援総室

上席研究員 高木 栄一

平成25年12月
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１．総合評価方式の実施状況
1－1 47都道府県・51主要市（指定都市、県庁所在市）
1－2 1,722市区町村

２．港湾空港工事の入札契約実態
2－1 平均落札率の推移

2－2 工事規模別の実態
2－3 二極化への対応と地方整備局の実態

３．加算点付与の状況と落札率
3－1 農林水産省の総合評価方式
3－2 加算点付与の状況と落札率

４．総合評価方式の課題
4－1 技術提案評価型
4－2 施工能力評価型
4－3 施工体制確認型
4－4 一括審査方式

・・・本日お話しする内容・・・
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１．総合評価方式の実施状況

出典： 「入札契約適正化法に基づく実施状況調査について」
（平成19～24年度調査、国土交通省・総務省・財務省）

・調査概要
・別紙1 実施状況調査の集計結果
・別紙2 入札契約適正化法対象の各団体の入札契約制度の

現状について
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１－１ 47都道府県・51主要市（指定都市、県庁所在市）

平成24年度、総合評価方式の実施件数

順位 都道府県 件数 順位 都道府県 件数 順位 都道府県 件数 順位 都道府県 件数 順位 都道府県 件数
1 愛媛県 1,072 11 和歌山県 632 21 埼玉県 314 31 茨城県 180 41 広島県 106
2 愛知県 912 12 東京都 620 22 三重県 274 31 高知県 180 42 長崎県 95
3 鳥取県 876 13 長野県 615 22 徳島県 274 33 沖縄県 170 42 熊本県 95
4 宮城県 821 14 山形県 602 24 奈良県 262 34 鹿児島県 167 44 大阪府 88
5 北海道 805 15 岐阜県 591 25 福岡県 258 35 秋田県 158 45 滋賀県 70
6 宮崎県 799 16 富山県 559 26 京都府 250 36 佐賀県 156 46 群馬県 53
7 山梨県 707 17 岩手県 500 27 福井県 237 37 新潟県 155 47 神奈川県 48
8 香川県 699 18 静岡県 485 28 青森県 236 38 栃木県 131
9 山口県 667 19 島根県 335 29 大分県 215 39 岡山県 125

10 福島県 635 20 千葉県 320 30 石川県 198 40 兵庫県 117

順位 市 件数 順位 市 件数 順位 市 件数 順位 市 件数 順位 市 件数
1 名古屋市 436 11 富山市 44 21 前橋市 30 31 岡山市 10 41 宮崎市 3
2 新潟市 275 11 高松市 44 22 堺市 25 32 秋田市 9 42 長崎市 2
3 静岡市 179 13 甲府市 39 22 松江市 25 32 水戸市 9 43 青森市 1
4 千葉市 114 14 福岡市 37 22 松山市 25 34 長野市 8 43 福島市 1
5 熊本市 102 15 相模原市 36 25 徳島市 23 34 福井市 8 43 鳥取市 1
6 浜松市 87 15 京都市 36 26 さいたま市 21 34 高知市 8 43 下関市 1
7 横浜市 73 17 盛岡市 34 27 金沢市 18 37 広島市 7 43 佐賀市 1
8 北九州市 57 18 仙台市 32 27 大分市 18 38 奈良市 5 48 山形市 0
9 岐阜市 55 18 川崎市 32 29 那覇市 17 38 鹿児島市 5 48 津市 0

10 札幌市 49 18 宇都宮市 32 30 神戸市 16 40 大津市 4 48 和歌山市 0
48 大阪市 0

都道府県

指定都市（　　　　　）と県庁所在市
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１－２ 1,722市区町村（指定都市は除く）

平成18～24年度、総合評価方式の導入状況・実施状況

86市区町が2桁実施

うち50件以上実施：6市区
（県庁所在市は除く）

【愛知県】豊田市157件
【長野県】高岡市137件
【東京都】中野区100件
【石川県】小松市85件
【愛知県】岡崎市79件

【福岡県】久留米市50件

6

２．港湾空港工事の入札契約実態

出典：ＰＡＳ（港湾空港関連入札・契約情報）

国土交通省ホームページ、港湾、入札・契約制度等

８地方整備局ホームページ、港湾空港部の入札・契約情報
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２－１ 平均落札率の推移

出典：国土交通省直轄工事等契約関係資料（平成15～25年度）、建設専門誌
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２－２ 工事規模別の実態

落札率

（％） 価格 加算点 応札率 （万円）
対予定価
格比率

計 71 － － － － － － － － 31

平均 － 1277 87.31 88.10 1.73 1.17 89.67 162 0.16 (43.66)

計 209 － － － － － － － － 95

平均 － 696 86.75 87.98 1.97 1.27 89.68 106 0.18 （45.45）

計 209 － － － － － － － － 83

平均 － 157 85.95 89.13 1.96 1.36 90.99 39.1 0.26 （39.７１）

計 154 － － － － － － － － 31

平均 － 47.7 85.23 90.71 1.32 1.29 95.05 14.2 0.29 (20.13)

計 16 － － － － － － － － 0

平均 － 6.3 － 87.58 1 1.19 95.52 0 0 （0）

予定価格
予定
価格

（百万円）

5.8億円
以上

2.5億円以上

0.9～2.5億円

逆転額（平均） 逆転発生
件数

（割合）

工事
件数

調査基準

価格/予定

価格（％）

落札者の順位 参加者

0.1～0.9億円

1千万円以下

予定価格
参加者

全
無効

（低入札）
超過 辞退

5.8億円以上
計 490 93 16 11

平均 6.90 1.31 0.23 －

2.5億円以上
計 1,496 285(3) 62 33

平均 7.16 1.36 0.30 －

0.9～2.5億円
計 1,362 173(1） 68 116

平均 6.52 0.83 0.33 －

0.1～0.9億円
計 626 65（10） 84 84

平均 4.06 0.42 0.55 －

1千万円以下
計 40 0 13 3

平均 2.50 － 0.81 －
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工事規模別の実態
（平成24年度）

平成22～24年度の経年変化

（予定価格2.5億円以上）

％または
ポイント

％または
ポイント
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２－（３）二極化への対応と地方整備局の実態
出典：「港湾工事における総合評価二極化 への対応について」等
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港湾空港関係工事の総合評価方式（一例）
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関東地方整備局・港湾

14

九州地方整備局
港湾
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３．加算点付与の状況と落札率
３－１ 農林水産省の総合評価方式

出典：『九州ブロック発注者協議会（第１３回幹事会）』を開催しました～ 更なる公共工事の
品質確保に向けて～
工事に関する総合評価落札方式の実施に伴う事務手続きの運用について
（平成23年3月25日 最終改正、農村振興局）

平成23年度に
「二極化」

16
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種 別 工事件数

予定価格
調査基準
価格/予定
価格（％）

落札率 落札者の順位 参加者 逆転額（平均） 逆転発生
件数

（割合）（百万円） （％） 価格 加算点 応札率 （万円）
対予定価
格比率

港湾空港
関係工事

計 209 － － － － － － － － 95

平均 － 696 86.75 87.98 1.97 1.27 89.68 106 0.18 （45.45）

農林水産省
発注工事

計 94 － － － － － － － － 43

平均 － 562 85.63 89.01 2.29 1.19 90.30 294 0.62 （45.74）

種 別

参加者

全
無効

（低入札）
超過 辞退

港湾空港
関係工事

計 1,496 285(3) 62 33

平均 7.16 1.36 0.30 －

農林水産省
発注工事

計 721 113 27 86

平均 7.67 1.20 0.29 －

種 別

加算点の平均 １位同点件
数/全件数

(割合)
満点

（割合）
1位－2位
（割合）

1位
（割合）

2位
（割合）

最下位
（割合）

港湾空港
関係工事

43.54 1.32 30.87 29.55 21.74 47/203

(100.00) (3.00) (70.90) (67.87) (49.93) (23.15)

農林水産省
発注工事

43.80 4.82 43.68 38.86 22.80 19/92

(100.00) (11.00) (99.73) (88.72) (52.05) (20.65)

農林水産省発注工事と港湾空港関係工事の入札契約状況
（平成24年度Ａランク以上）

【予定価格】港湾空港 2.5億円以上、農林水産省 2.3億円以上

落札率と
調査基準価格比率の差

港湾：約１ポイント
農水：３ポイント超

獲得加算点
1位と2位の差
港湾：約１点
農水：約５点
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３－２ 加算点付与の状況と落札率
Ａランク以上【予定価格】港湾空港 2.5億円以上、農林水産省 2.3億円以上

調査基準価格
比率

落札率
獲得加算点の差

による計算値

港湾空港
工事

86.75% 87.98% 87.84%

1.23ポイント差 ２点差

農林水産
省

85.63% 89.01% 89.23%

3.38ポイント差 ７点差
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平成24年度農林水産省発注 Ａ－１型13件
予定価格平均17.8億円 応札者数115者

ヒアリング獲得点数分布（10点満点）

ヒアリング点数
（点）

者

（参考）
地方整備局
のヒアリング

結果：
ヒアリング係
数、全て1.0

（参考）
地方整備局
のヒアリング

結果：
ヒアリング係
数、全て1.0
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４．総合評価方式の課題
４－１ 技術提案評価型

・差のつかない加算点 ・発注者の認識

30点満点
38者参加

獲得加算点

24
点
超
獲
得
者
無
し
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11月20日付け
日刊建設工業新聞

「無理に差をつけるようなテーマを設定したり、
評価を細かくして差をつけることも可能だが、果たしてそれが良いのか
どうか」
「総合評価は価格と価格以外のものを評価し、特に技術と経営に優れた
業者を選ぶためのもの。一定の水準以上であれば、良いのではないか
という気がする」

22

４－２ 施工能力評価型
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４－３ 施工体制確認型
・低い加算点で落札
・不調・不落の一因

技術提案
13点

（最低）
で落札

技術提案
9点

（最低）
で落札

24

辞退
2者
無効
13者

加算点
9点

（最低）
で落札



13

25

関東地方整備局 資料より

26

低価格入札の状況
09年度 8.1％
10年度 9.3％
11年度15.5％
12年度18.3％
13年度24.4％

低価格入札での契約
港湾土木工事で2件

平成25年12月4日付け
日刊建設工業新聞

13年度10月まで

技術提案評価型105件
施工能力評価型9件：港湾

施工能力評価型338件
（施工計画無し）
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全社
低入札
（有効）

全社
低入札

（うち1者
有効）

四国地整：港湾2件

28

関東地整：河川・道路

2者予定価
格超過

1者低入札
（有効）
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関東地整：河川・道路

3者辞退
4者予定価格

超過

1者低入札
（有効）

施工計画
の評価点
0点で落札

30

全社
低入札

（うち2者
有効）

近畿地整：河川・道路
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４－４ 一括審査方式
出典：「平成25年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に

関する事務の執行について」（平成25年5月31日、大臣官房）

事務の改善および効率化について

32

２件一括審査

２件目、不調？

実質
1者応札
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３件一括審査

3者競争

実質2者競争

実質1者のみ

34

3件目、不調？

３件一括審査

実質
3者競争

実質
2者競争
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4件一括審査

実質
2者競争

実質
3者競争

実質
1者のみ

実質
1者のみ

36

実質
3者競争

4件一括審査

3件目、不調？

4件目、不調？

実質
2者競争
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【施工能力評価型Ⅰ型またはⅡ型】

・「不調・不落」発生の可能性がより高くなる

・品確法の理念との乖離（低い加算点で落札）

・施工体制確認の時間的余裕がない

→ 「簡略型」の総合評価方式で実施

ｏｒ 総合評価方式を止め、価格競争へ

【ＷＴＯ対象の技術提案評価型Ｓ型】

・配置予定技術者の制限（１名のみ）

→ 技術者の複数配置を認める

ｏｒ 工事を一本化（大型化）して発注

38

技術提案競争・交渉方式
（仮称）※

・今後も、総合評価方式が主流

・「品確法」の主旨に則り、当初
から導入された総合評価方式

・如何に運用するかが、最重要
課題

※

「第1回 発注者責任を果たすための今後の建設生産・監理システムのあり方に関する懇談会」資料を引用


